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わが国経済は、昨年の国内投資は 100 兆円を超え、賃上げ率は三年連続で高水準とな

りました。賃上げの機運は着実に高まっているほか、「潮目の変化」が定着しつつあり

ます。 

一方で、中小企業・小規模事業者は、最低賃金を含む賃上げはもとより、中東情勢を

巡るエネルギー・原材料価格の高騰や人手不足等も相まって、厳しい経営状況におかれ

ています。 

今後、成長と分配の好循環が力強く回っていく「賃上げと投資が牽引する成長型経

済」へ移行できるか正念場を迎える中、環境変化に対応しつつ、将来の持続的な成長を

目指すためには、企業数の 99.7%、日本の雇用の約 7 割を占め、地域コミュニティを支

えている中小企業・小規模事業者の活力強化が必要です。デジタル化や生産性向上、ビ

ジネス変革などが重要であり、その為の自己変革力が最大限発揮される環境整備に対し

て国が強力に後押しすることが求められます。 

また、今後四国内で起こりうる最大クラスの南海トラフ地震・津波の被害は、東日本

大震災や能登半島地震を大幅に上回ると想定されており、国全体での早急な対応が必要

であります。地域経済への影響を最小限にくい止めるには、適時適切な各種対策の一層

の推進と併せて、未曾有の災害を教訓とした防災・減災対策の強化が重要となります。 

つきましては、次の事項の実現について特段のご配慮を賜りますよう要望いたしま

す。 
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【緊急要望】中東情勢を巡るエネルギー・原材料価格高騰等への支援 
（１）エネルギー・原材料価格の高騰、流通の目詰まりなどの供給制約を受ける中小

企業・小規模事業者に対するきめ細やかな相談体制や資金繰りに支障が生じな

い万全の金融支援策を継続・強化されたい。 

（２）ナフサ由来製品等の流通停滞の早期解消に向けた対応の継続・強化を図られた

い。 

（３）中長期的な視点から、エネルギーの安定供給確保に向けた備蓄政策の強化及び

調達先の多元化や代替調達の確保など、供給途絶リスクへの対応強化を図られ

たい。 

 

Ⅰ．中小企業・小規模事業者の活力強化に対する要望 
１．価格転嫁に向けた環境整備 

（１）中小企業・小規模事業者が収益向上に向けた設備投資を行うためには、適正な

価格転嫁による原資の創出が不可欠である。このため、パートナーシップ構築

宣言事業所の拡大を支援するとともに、適正な価格転嫁を受け入れた事業者へ

のインセンティブ拡充を図られたい。 

（２）価格転嫁が困難な業種・業態への監視機能強化・実効性の明確化などによる取

引適正化の推進、円滑な価格転嫁に向けた環境整備の促進を図られたい。 

（３）サプライチェーン上位の大企業等による取引先の裾野まで見据えた適切な価格

転嫁を推進させ、中小企業が取引先に相談できる環境づくりや、商習慣・取引

慣行の是正を図られたい。 

 

２．中小企業・小規模事業者の稼ぐ力の強化 

（１）新たなビジネス展開に取り組む企業を後押しするため、中小企業生産性革命推

進事業等による一層の支援拡充、都道府県版の事業再構築に資する補助金の継

続など、中小企業・小規模事業者の自己変革力が最大限発揮される施策の推進

を図られたい。 

（２）事業承継税制の特例に関する申請期限の恒久化、猶予措置の免除化、事業承継

税制の税理士責任の緩和、非上場株式における簿価評価制度導入、専門家活用

枠の対象費用の拡大等による事業承継・Ｍ＆Ａ補助金の拡充などにより、円滑

な事業承継の推進を図られたい。 

（３）借換え・追加融資等の迅速・柔軟な対応、納税猶予にかかる延滞税免除など、

資金繰り等の支援拡充により、賃上げに支障が生じない万全の支援体制を構築

されたい。 

（４）優秀なビジネスアイデアによる創業・スタートアップ企業やイノベーション、

新事業に対する資金支援強化を図られたい。 

（５）知的財産について、中小企業が国内で継続的に知財を創出・活用し、適正な対

価を得て知財を守り抜くことができるよう、知財侵害抑止の強化に向けた指

針・制度策定を検討されたい。また、知的財産の創造・活用支援支援体制の拡

充、知財侵害抑止の強化。政府における執行体制を強化するとともに、商工会

議所等の支援機関において知財経営リテラシーの向上をサポートしていく必要

があり、支援体制の拡充を図られたい。 
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（６）新たに海外展開に取り組む中小企業の発掘、市場調査、商品開発、展示会・商

談会への出展、海外進出が困難な中小企業・小規模事業者と現地企業やバイヤ

ー・代理店等とのマッチング機会の創出、越境ＥＣの活用等、販路開拓に向け

た支援強化を図られたい。 

（７）地域経済を支える中小企業・小規模事業者が変革の主役を担っていく時代であ

ることから、中小企業・小規模事業者を会員に持ち、その支援を行う商工会議

所の役割はこれまで以上に重要になる。変革を支えるための人材育成・確保や、

組織・財政基盤の拡充など、商工会議所における経営支援体制の強化を支援し

ていただきたい。 

 

 ３．中小企業・小規模事業者の DX・GX に対する支援の拡充  

（１）中小企業・小規模事業者のデジタル化の活用促進に向け、ハード整備や保守な

どのランニングコスト支援等、導入から実装にかかるまでの資金について、補

助制度拡充などの支援を図られたい。 
（２）新規市場開拓や販路の拡大を図るため、オンライン展示会や商談会への出店・

開催等に対する支援の拡充とともに、生産性の向上や売上の拡大につながるＥ

Ｃサイトの構築・キャッシュレス化を推進するため、ＩＴ導入費用に関する補

助制度の拡充及び決済手数料や振込手数料等の負担軽減につながる支援を図ら

れたい。 
（３）中小企業に対するサイバー攻撃は増加傾向にある一方、システムやソフトの導

入・更新に必要な費用が高騰しており、コスト負担を含めた中小企業のサイバ

ーセキュリティ対策への支援を強化されたい。 
（４）中小企業・小規模事業者のデジタル実装に際しては、業務の棚卸しやプロセス

の見直しが必要となるため、ＩＴ 専門家と中小企業・小規模事業者のマッチ

ング、ＩＴ専門家と協働できる企業のデジタル人材の育成・確保に対し伴走支

援するための施策を継続・拡充されたい。 
（５）脱炭素化の促進を前提とした際、省エネに関する情報提供や税制・資金調達等

の支援、脱炭素に資する設備の導入・更新に対する助成の拡充強化を検討され

たい。 

（６）四国地域で産業クラスターを形成する可能性がある AI、蓄電池、半導体、CNF、

SAF や水素、アンモニア等の普及に向けた技術開発支援を推進されたい。また、

それに伴う新しい社会インフラの整備促進や港湾のコンビナートリノベーショ

ン等によるサプライチェーンの構築への支援を講じられたい。 

（７）再生可能エネルギー等の脱炭素に資する企業の積極的な誘致とともに、参入企

業の育成支援災害時においても、地域内で電力を自給できるような体制を構築

するため、四国の豊富な自然を活かした様々な再生可能エネルギーの開発・利

用を推進されたい。 

（８）経済安全保障の観点から、エネルギーを含む産業の自給率向上は喫緊の課題で

あることから、エネルギー及び基幹産業の自給率を高めるための実効性ある施

策を実施されたい。 
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Ⅱ．人材確保・育成・定着に関する要望 
１．移住・定住の促進、企業の誘致促進  

（１）地方移住の機運の高まりや関係人口の拡大、まちなか居住の増加など、まちな

かの利便性が再認識されつつあることから、都市から地方への分散、企業の地

方移転、移住・定住の取組みを促進されたい。 

（２）地域経済の発展や地域のイノベーションに関する基盤となる人流・物流の活性

化や、産業立地の促進に向けた、企業の地元誘致、サテライトオフィス開設支

援・拡充などを図られたい。 

 

２．人材の確保・育成・定着への支援 
（１）若年者の定住を促進するため、高校、大学や専門学校と連携したキャリア教育

の拡充への支援とともに、学生・保護者・就職支援教員等への地域企業情報提

供による域内企業への就職の促進を図られたい。 
（２）場所を選ばない新しい働き方が可能となる中、兼業・副業できる就業環境の整

備促進、都市部人材と地方企業とのマッチングに必要なコストの支援を図られ

たい。 
（３）自社の事業拡大に必要なスキル獲得に資する従業員への人的投資（リスキリン

グ・研修等）への支援強化に取り組まれたい。 
（４）従業員の労働環境整備を向上させるため、空調等の設備機器や休憩所、更衣室

等の福利厚生施設の導入・整備に係る支援強化に取り組まれたい。 

（５）中小企業の人材定着や生産性向上を図るため、従業員の健康保持・増進に資す

る「健康経営」を普及・推進されたい。 

 

３．多様な人材の活用と育成の促進  

（１）外国人材の受入を促進するため、セミナー等の開催、相談機能の拡充、マッチ

ング事業等に対する支援、日本語能力向上や資格取得に向けた制度拡充を図ら

れたい。また、就労育成制度の実施に当たっては、地域産業の実態を踏まえ、

業種・職種の追加・拡充を図られたい。 

（２）女性の働きやすい環境の整備を促進するため、企業内保育所や託児所の設置に

対する支援をはじめ、社会保険等の時代に合った制度変更や相談対応の拡充及

びハローワークにおける代替要員確保のための求人支援など、きめ細かな支援

を図られたい。 

（３）高齢者の継続雇用に対して、特定求職者雇用開発助成金及び 65 歳超雇用推進

助成金などの拡充を図られたい。 

（４）働き方改革により長時間労働の抑制、労務管理の改善や待遇差の是正が進んだ

一方、一律の制限により人手不足の加速や希望しない労働の制約が生じたこと

から、中小企業の実態を踏まえた働き方改革の効果検証及び労働時間規制の見

直し、多様で柔軟な働き方を可能とする法制度を検討されたい。 
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Ⅲ．地方への投資拡大による地域経済の好循環の実現 
１．地域に新たな投資を呼び込むための社会基盤整備 

（１）中堅・中小企業の投資意欲を後押しするとともに、地域における大規模投資を

呼び込み、造船・GX 分野を核とした新たな産業クラスターの形成を促すため、

産業立地・技術開発・人材育成・企業集積を一体的に進める「地域未来戦略と

しての産業クラスター形成」とともに道路・港湾・空港等のインフラ整備を一

体的に促進されたい。 

（２）地域における産業の担い手確保に資するエッセンシャルサービス（食品等の卸

小売、バス・タクシー等の交通、運輸、ガソリンスタンド等）の持続的な供給

を図るため税財政による支援をされたい。 

（３）国における中小企業や小規模事業者の生産性向上等への挑戦支援の予算拡充に

加え、「地域未来交付金」の拡充や、企業への直接支援の充実など制度の利便

性向上を図られたい。 

 

２．地域の「稼ぐ力」を高めるまちづくり・都市再生の推進 

（１）人口減少・少子高齢化が進展する中で地域経済が維持・発展していくためには、

地域の核となる中核都市の機能強化が必要不可欠であり、空洞化や機能低下が

進む中心市街地等の再開発や観光・交流・ビジネスの拠点機能強化に対する支

援を拡充されたい。 

（２）まちづくり会社等に対する、まちのビジョン策定・事業化に向けた専門家によ

る中長期的な伴走支援、資金調達力の強化の支援をされたい。 

(３) エリアマネジメントの推進役となるまちづくり人材の確保・育成支援、不動

産・建築・法務等の専門人材の活用を促進されたい。 

（４）まちなかのエリア価値や滞在性の向上に資するプロジェクトを促す税制支援

（都市再生促進税制、ウォーカブル推進税制の拡充・延長）をされたい。 

（５）地域の重要なインフラである鉄道、路面電車、船、バス、タクシー等の交通機

関がその役割を果たせるよう、機能維持への支援の拡充を図られたい。 

 

３．地域の持続的発展に向けた観光産業の成長産業化 

（１）地域に人と消費を呼び込む観光振興を推進するために、地域資源を活かした観

光コンテンツの開発に対する予算拡充、四国八十八箇所の世界遺産登録への早

期実現、キャッシュレスやスマートフォンを活用した多言語対応等によるイン

バウンド受入環境整備および四国周遊ルート整備の支援を図られたい。 

（２）地域全体として域外需要を獲得し、地域経済に還元する仕組みづくりのため、

地域が一体となって取り組む「地域ブランド」の形成・活用や、地域に人材や

投資を呼び込む取組みに向けた支援をされたい。 
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Ⅳ．南海トラフ地震などの大規模災害に関する要望 
１．高速道路、新幹線、港湾等のインフラ整備 

（１）南海トラフ地震発生時における迅速な救助・救援活動や、また、その後の復

旧・復興活動を円滑に実施するには、災害時にも確実に通行できる幹線道路

「命の道」の確保が不可欠であり、「四国８の字ネットワーク」のミッシング

リンク(未整備区間の途中で途切れている高速道路)の解消に向けた、四国の西

南地域や東南地域の高速道路の早期整備に加え、四国と本州をつなぐ「今治・

小松自動車道」、四国と九州をつなぐ「大洲・八幡浜道路」の整備、２車線区

間の高速道路の４車線化を推進されたい。 

（２）交流人口の拡大による四国地域の活性化はもとより、防災力の強化を図るため

には、全国で唯一未整備な四国への四国新幹線の導入は必要不可欠であること

から、整備計画路線格上げに向けた調査を早期に実施されたい。 

（３）令和７年６月に閣議決定された「第１次国土強靭化実施中期計画」を基に、地

震・津波から都市部を守るための港湾海岸整備予算の十分な確保に引き続き努

められるとともに、近年の気候変動により頻発する水害について、被害が大き

い河川流域を中心とした、治水・利水対策を推進されたい。 

（４）南海トラフ地震発生時の支援物資・要員については海上輸送が重要となるため、

防波堤・岸壁・護岸等の地震・津波対策の推進、定期航路の維持、特に、港湾

施設の耐震化及び液状化対策を推進されたい。 

 

２．中小企業・小規模事業者などへの支援体制の構築 

（１）大規模災害等、有事の際の事業継続力を向上させるためには、BCP（事業継 

続計画）の策定が有効であるが、中小企業・小規模事業者は大企業に比べ策定

の取組みが遅れている。中小企業・小規模事業者への BCP 普及に向けた支援や

導入を一層推進されたい。 

（２）南海トラフ地震が発生した際、早い段階から商工会議所は被災企業に対する支

援施策の周知や相談対応の拠点となる責務がある。商工会議所施設の耐震化や、

建て替え等に対する支援策を検討されたい。 

（３）災害時の被災事業者に対して、事業継続を後押しするため、各種補助金補助要

件の緩和や税制上の負担軽減措置の拡充、申請手続きの簡素化などの措置を講

じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 


